
ガラシャ Pay 利用規約 

 

第 1条（目的） 

ガラシャ Pay利用規約（以下「本規約」という。）は、長岡京市商工会（以下「商工会」という。）が発

行・運営する長岡京市商工会プレミアム付ガラシャ商品券（電子版）（以下「電子商品券」という。）なら

びに本アプリ上で提供するスタンプラリー、キャンペーン、ポイントその他の地域デジタルサービス（以下

総称して「本サービス」という。）の利用にあたって適用される利用条件について定めるものとする。 

 

利用者は、本サービスを利用する際には、本規約の内容を十分に理解し、本規約に同意したうえで利用する

ものとする。 

第 2条（定義） 

本規約において使用する用語の定義は、次の各号に定めるところによる。 

 

（1）「取扱い店」 

別途定める「長岡京市商工会ガラシャ Pay（商品券・ポイント等）取扱事業所募集等要項」に定める条件を

満たし商工会により登録した、市内に事業所のある個人事業者および法人事業者をいう。 

 

（2）「利用者」 

本規約に同意し、本アプリの会員登録を行い、本サービスを利用する者をいう。 

 

（3）「電子商品券」 

商工会が定める条件に従い、利用者が対価を支払って購入し、取扱い店との間の商品またはサービスの取引

代金の決済に利用することができる電子的な商品券をいう。 

電子商品券の発行、販売、利用およびその他の取扱いについては、本規約のほか、別に定める「長岡京市商

工会プレミアム付ガラシャ商品券（電子版）【ガラシャ Pay】実施概要」その他の告示等に定める条件が適

用されるものとする。 

 

（4）「本アプリ」 

利用者が電子商品券の購入・発行・決済、スタンプラリーへの参加、ポイントの取得・利用その他の本サー

ビスを利用する目的で、スマートフォン等において使用する「ガラシャ Pay」アプリケーションソフトウェ

アをいう。 

 

（5）「スタンプラリー機能」 

長岡京市、商工会、商店街組織、取扱い店その他の主催者（以下「催事主催者」という。）が実施するイベ

ント等において、利用者が本アプリを用いて対象店舗・施設・スポット等に設置された QRコード等を読み取

ること等により、スタンプの取得、条件達成、抽選への参加その他の企画に参加できる機能をいう。 

 

（6）「ポイント」 

スタンプラリー、各種キャンペーンへの参加、または商工会・行政等からの付与等を源泉として、本アプリ

上で付与されるデジタル上の特典又は権利をいう。ポイントの利用方法、利用可能な商品・サービス、付与

条件、利用期間その他の詳細は、各事業の告示等で定めるものとする。 

 



（7）「告示等」 

商工会または催事主催者が、本アプリ内、商工会 Web サイトその他の電磁的方法または書面等の媒体により

提供する、各事業・イベントの実施概要、参加条件、利用条件、ポイント付与条件、景品・特典の内容、実

施期間その他のお知らせ等をいう。 

第 3条（電子商品券の購入等） 

1. 利用者は、商工会が告示等に定める購入申込期間内において、本アプリを利用して電子商品券の購入を申

し込むことができる。ただし、購入申込みに際しては、本アプリ内で必要な情報を入力し、会員登録を行う

ものとする。 

2. 購入申込み後、商工会が定める方法により購入する権利を得た者は、商工会が定める購入期間内に電子商

品券を購入するものとする。 

3. 前項の購入期間内に電子商品券を購入しなかった場合、当該購入権利は失効するものとする。 

4. 電子商品券の購入方法は、クレジットカードまたはコンビニエンスストア等、商工会が指定する方法によ

るものとする。 

5. 購入された電子商品券は、本アプリ上の利用者のアカウントに残高として記録される。 

6. 利用者は、本アプリ上で電子商品券の残高および利用履歴を確認することができる。 

7. 本サービスの利用に必要となるスマートフォン等の通信料、接続料その他の通信に係る費用は、利用者の

負担とする。 

8. 利用者は、本アプリに登録したパスワードその他の認証情報を適切に管理し、第三者に使用させてはなら

ないものとする。 

9. 利用者が未成年者の場合、法定代理人の同意を得た上で電子商品券を購入・利用するものとする。 

第 4条（電子商品券の申込みおよび購入制限等） 

1. 電子商品券の購入上限額は、各事業の告示等に定めるものとする。 

2. 電子商品券の購入申込みは、原則として 1人につき 1回（1アカウント）とする。ただし、追加募集等を

実施する場合は、この限りではない。 

3. 複数アカウントの作成その他の不正な方法により、購入上限額を超えて電子商品券を購入する行為を禁止

する。 

第 5条（払戻し） 

1. 電子商品券について、利用者からの任意の払戻しまたは換金には応じないものとする。ただし、法令に基

づき払戻しが必要となる場合その他法令上認められる場合は、この限りではない。 

2. 電子商品券について、法令上払戻しが必要となる場合には、関係法令に従い、必要な払戻し手続を行うも

のとする。 

3. ポイントについては、原則として払戻しまたは換金の対象とはならないものとする。 

第 6条（譲渡等の禁止） 

1. 電子商品券は、第三者に対して譲渡、貸与、売買、質入れその他の処分をすることはできない。 

2. ポイントおよびポイントに基づく特典、応募権その他の権利についても、第三者に対して譲渡、貸与、売

買、質入れ、換金その他の処分をすることはできない。 

第 7条（電子商品券の利用・決済） 

1. 利用者は、取扱い店に掲示された店舗識別 QRコード等を本アプリで読み取り、取扱い店が提供する商品

またはサービスの代金に相当する金額を入力することにより、電子商品券を決済に利用することができる。 

2. 電子商品券の残高が商品またはサービスの代金に満たない場合、利用者は、原則として不足額を現金その

他取扱い店が指定する方法により支払うものとする。 



3. 1回当たりの電子商品券の利用限度額は、各事業の告示等に定めるものとする。 

4. 利用者は、決済完了後、本アプリ上に表示される残高その他の取引内容を確認するものとする。 

5. ポイントは、各事業の告示等に定める方法に限り利用することができるものとし、利用方法、利用可能な

商品・サービス、利用限度、特典その他の条件は、各事業の告示等に定めるものとする。 

6. 商工会は、利用者と取扱い店との間の商品またはサービスの取引について、当事者、代理人または仲立人

となるものではない。 

7. 電子商品券およびポイントは、次の各号に定めるものには利用できない。 

① 電子商品券またはポイントを現金化する行為またはこれに類する行為 

② 換金性の高い商品その他商工会が指定する商品等の購入 

③ 国、地方公共団体その他公的機関への支払い 

④ 公共料金等の支払い 

⑤ 事業者間取引または事業資金としての支払い 

⑥ 電子商品券またはポイントを担保に供し、または質入れすること 

⑦ 利用期間終了後の取引 

⑧ その他、各事業の告示等で利用対象外として定めるもの 

第 7条の 2（使用取引の取消し・返品等） 

1. 電子商品券またはポイントを利用して行った商品またはサービスの取引について、返品、契約解除その他

の問題が生じた場合には、利用者と取扱い店との間で解決するものとする。 

2. 法令に基づき売買契約等の取消しまたは解除が認められる場合を除き、電子商品券またはポイントの利用

取引を一方的に取り消すことはできない。 

3. 返品その他の理由により返金等が必要となった場合の具体的な処理方法は、取扱い店と利用者との協議に

より決定するものとする。 

4. 商工会は、前項の取引について、法令上の義務がある場合を除き、返金その他の処理について責任を負わ

ない。 

第 8条（スタンプラリー・キャンペーンおよびポイント） 

1. 利用者は、本アプリに搭載されたスタンプラリー機能等を利用して、催事主催者が実施するスタンプラリ

ー、キャンペーンその他の企画に参加することができる。 

2. 各スタンプラリー、キャンペーン等における参加方法、対象者、スタンプ取得条件、ポイント付与条件、

ポイントの利用方法、実施期間、景品・特典の内容その他の詳細については、各事業・イベントの告示等に

定めるものとする。 

3. ポイントは、原則として利用者が対価を支払うことなく付与されるものとし、ポイント自体を購入するこ

とはできない。 

4. ポイントの取得にあたっては、本アプリのカメラ機能、位置情報（GPS機能）、QRコードその他、各企画

において指定された方法を利用するものとする。 

5. ポイントの取得・利用およびこれらに伴う特典、景品、応募権その他の権利については、第三者への譲渡、

貸与、売買または換金を禁止する。 

6. 各スタンプラリー、キャンペーン等においてポイント、特典、景品その他の経済上の利益を提供する場合

には、関係法令を踏まえ、付与条件、付与上限その他必要な事項を定めた上で実施するものとする。 

7. スタンプラリー、キャンペーン等の参加に購入その他の取引を条件とする場合には、その条件および景

品・特典の内容等を各企画の告示等に明示するものとする。 

8. 通信状況、端末、QRコード、位置情報その他のシステム上の事情により、スタンプまたはポイントが正

常に付与・反映されなかった場合、商工会または催事主催者は、故意または重過失がある場合を除き、ポイ

ント等の後日補填その他の対応義務を負わないものとする。 



第 9条（不正利用の禁止） 

利用者は、次の各号に掲げる行為を行ってはならないものとする。 

1. 本アプリ上に表示される利用画面のキャプチャ、QRコードその他の情報を複製、改変等して、不正に決

済を行おうとする行為 

2. スタンプラリー等において設置された QRコードを撮影、複製、転送等して不正にスタンプまたはポイン

トを取得する行為 

3. GPS その他の位置情報を偽装する行為 

4. 複数のアカウントを作成し、不当に電子商品券、ポイント、景品、特典その他の権利を取得する行為 

5. 虚偽の情報を登録する行為 

6. 電子商品券、ポイントその他本サービスを不正に取得、利用、譲渡または換金する行為 

7. 法令または公序良俗に反する行為 

8. その他、本規約または各事業・イベントの告示等に違反する行為 

第 10条（個人情報の取扱いおよび共同利用） 

1. 商工会は、電子商品券、ポイントその他本サービスの不正利用の調査、犯罪捜査その他必要な場合には、

クレジットカード会社、金融機関、決済代行会社、取扱い店、催事主催者その他関係機関に対し、利用者の

登録情報、取引履歴その他必要な情報を提供することがある。 

2. 商工会が取得した個人情報の取扱いについては、別途定めるプライバシーポリシーによるものとする。 

3. 商工会は、本サービスの適切な運営管理、利用状況の分析、問い合わせ対応、不正利用防止、新規サービ

ス開発その他の目的のため、個人を特定できない形式に加工した統計情報を作成し、長岡京市、取扱い店、

催事主催者その他の関係機関と共有することがある。 

4. 個人情報の共同利用を行う場合には、別途定めるプライバシーポリシー等において、共同利用する情報の

項目、利用目的、共同利用者の範囲、管理責任者等を明示するものとする。 

第 11条（利用期間・実施期間） 

1. 電子商品券の利用期間は、各電子商品券の発行日から 6か月を超えない範囲で、各事業の告示等に定める

期間とする。 

2. 電子商品券の利用期間の終了をもって、法令上払戻しが必要となる場合を除き、電子商品券の未使用残高

は失効するものとする。なお、利用期間を変更する場合であっても、各電子商品券の発行日から 6か月を超

えて利用できる期間を設定することはないものとする。 

3. ポイントの利用・有効期間、スタンプラリーおよびキャンペーン等の実施期間は、各事業の告示等に定め

るものとする。 

4. ポイントおよびスタンプラリー等により取得した特典・権利等については、それぞれの告示等に定める有

効期間の終了をもって失効するものとする。 

5. 各事業の期間を変更する場合には、可能な限り事前に本アプリ、商工会 Web サイトその他適切な方法によ

り周知するものとする。 

第 12条（反社会的勢力の排除） 

1. 利用者は、自らまたは自らの役員等が、暴力団、暴力団員、暴力団員でなくなった時から 5年を経過しな

い者、暴力団準構成員、暴力団関係企業、総会屋、社会運動等標ぼうゴロ、特殊知能暴力集団等その他これ

らに準じる者に該当しないことを表明し、保証するものとする。 

2. 利用者は、自らまたは第三者を利用して、暴力的な要求行為、脅迫的な言動、暴力を用いる行為、偽計・

威力による業務妨害その他これらに類する行為を行ってはならないものとする。 

3. 商工会は、利用者が前各項に違反した場合または違反するおそれがあると認められる場合、利用資格を停

止または取り消すことができる。 



第 13条（サービスの利用停止または中止） 

1. 商工会は、次の各号のいずれかに該当すると判断した場合、本サービスの全部または一部を停止または中

止することができる。 

① 通信機器、回線、サーバーその他のシステムに障害が発生した場合 

② システムの保守、点検、更新等を行う必要がある場合 

③ 利用者が本規約に違反した場合またはそのおそれがある場合 

④ 電子商品券、ポイントその他を不正に取得または利用した場合またはそのおそれがある場合 

⑤ 天災地変、感染症、停電その他やむを得ない事由がある場合 

⑥ その他、商工会が本サービスの運営上必要と判断した場合 

2. 前項の場合、商工会は、可能な限り事前に利用者へ周知するものとする。ただし、緊急の場合はこの限り

ではない。 

3. 商工会、取扱い店および催事主催者は、自己の責めに帰すべき事由がない限り、本条に基づく措置により

利用者に生じた損害について責任を負わない。 

第 14条（退会手続） 

1. 利用者が本サービスの利用を終了し退会する場合は、本アプリ内の所定の退会手続きを行うものとする。 

2. 退会に伴う手数料は発生しません。 

3. 退会後も、法令に基づき保存が必要な情報、不正利用防止その他必要な範囲の購入・利用履歴等について

は、一定期間保存することがある。 

第 15条（業務の終了および不可抗力） 

1. 商工会は、天災地変、感染症の流行、社会情勢の変化、法令の改廃、通信回線・システムの障害その他や

むを得ない事由により、本サービスの全部または一部を終了することがある。 

2. 前項の場合、商工会は、可能な限り本アプリ、Web サイトその他適切な方法により事前に周知するものと

する。 

3. 電子商品券について法令上払戻しその他の対応が必要となる場合には、関係法令に従って対応するものと

する。 

4. 商工会の都合その他商工会の責めに帰すべき事由により電子商品券の利用ができなくなった場合には、未

使用残高の取扱いについて、法令その他の事情を踏まえ、必要な措置を講じるものとする。 

第 16条（本規約および各事業の条件の変更） 

1. 商工会は、民法第 548条の 4その他関係法令に基づき、本規約を変更することがある。 

2. 本規約を変更する場合、変更内容および変更時期を、本アプリ、商工会 Web サイトその他適切な方法によ

り周知するものとする。 

3. 各スタンプラリー、キャンペーンその他個別事業の参加条件、ポイント付与条件、景品・特典、実施期間

等については、各事業の告示等に定めるものとする。 

第 17条（分離可能性） 

本規約のいずれかの条項またはその一部が、法令等により無効または執行不能と判断された場合であっても、

本規約のその他の条項は引き続き有効に存続するものとする。 

第 18条（連絡・通知） 

商工会から利用者に対する本サービスに関する連絡、通知、規約変更その他のお知らせは、本アプリ、商工

会 Webサイトその他商工会が適切と認める方法により行うものとする。 

第 19条（免責および損害賠償） 



1. 利用者が本規約に違反した場合、または不正な方法により電子商品券、ポイント、景品、特典その他の権

利を取得・利用した場合、商工会、取扱い店または催事主催者は、当該利用を停止し、取得した電子商品券、

ポイントその他の権利を無効とすることがある。 

2. 利用者の認証情報の管理不十分、端末の紛失・盗難その他利用者の責めに帰すべき事由により、電子商品

券、ポイントその他の権利が第三者に利用された場合、商工会は、故意または重過失がある場合を除き、責

任を負わない。 

3. 商工会、取扱い店または催事主催者は、故意または重過失がある場合を除き、本サービスの利用に関連し

て利用者に生じた損害について責任を負わない。 

4. 前項にかかわらず、消費者契約法その他の法令により免責が認められない場合には、当該法令の定めに従

うものとする。 

5. 利用者が本規約に違反したことにより商工会、取扱い店または催事主催者に損害を与えた場合、利用者は、

その損害を賠償する責任を負うものとする。 

第 20条（準拠法および管轄裁判所） 

本規約の準拠法は日本法とする。 

本規約に起因し、または関連して紛争が生じた場合には、関係法令に従い、京都地方裁判所または京都簡易

裁判所を第一審の管轄裁判所とする。 

 

附則 

令和 7年 7月 1日 一部改正 

 

令和 7年 7月 1日以降、第３条（１）の購入申込期間及び、第９条電子商品券の利用期間を定めるまでの期

間は、第４条及び第７条の本アプリ上での電子商品券の利用に係る機能を停止する。 

 

令和 7年 10月 3日 一部改正 

第 3条の別表、第 4条の別表、第 7条、第９条の別表を以下に定める。 

 

令和 8年 3月 19日 一部改正 

第 3条の別表、第 4条の別表、第 7条、第９条の別表を以下に定める。 

 

令和 8年 8月 14日 

本規約の施行に伴い、従前の別表規定は廃止する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


